予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名　事業継続計画普及促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　商工政策課　政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3044）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　     　1,225千円（前年度予算額：1,400千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,400

	要求額
	1,225
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,225

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
  ・災害や不測の事態に備えるための事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）については、東日本大震災を機に、その必要性や有効性が広く認識されるようになったものの、人員や費用面の負担から、実際のＢＣＰ策定に踏み切れない企業も少なくない。

・このため、県内企業へのＢＣＰ普及を図るためのセミナー等を開催することにより、県内企業の緊急時の事業継続能力を高めるとともに、平常時の企業価値（取引信用力、ブランド力など）の向上を図る。
（２）事業内容
　　①ＢＣＰの普及啓発
　　・大垣共立銀行と県との防災協力協定に基づき、同行と協力・連携し、県内企業にＢＣＰの概要を周知し、取り組み開始の意識付けを行う「ＢＣＰ普及セミナー」を開催（事業費: 227千円）。
　②ＢＣＰ普及を担う人材の育成
　　・県内企業へのＢＣＰ普及を担う「岐阜県事業継続管理士」を育成・認定するための講座を開催（事業費：654千円）
③ＢＣＰのレベルアップ・定着化
  ・ＢＣＰに取り組む県内企業等からなる「ＢＣＰ研究会」において、ＢＣＰのレベルアップを図るための勉強会やＢＣＰに取り組む企業同士の意見交換会・情報交換会を開催（事業費：344千円）。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　・ＢＣＰ関連事業は、県の防災・減災対策及び中小企業施策として実施するものであるため、県負担は妥当
（４）類似事業の有無
　　・本県には類似の事業はない。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	　　275
	講師費用弁償、業務旅費

	需用費
	　　 14
	事務用消耗品購入費

	役務費
	　　 16
	郵便料、電話料

	その他
	    920 
	【報償費】講師謝金
【使用料】会場借上料

	合計
	  1,225
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　・長期構想

５　自然災害死者ゼロプロジェクト

　　　　Ⅰ　大規模な防災啓発の展開（自助実践２００万人計画」の推進）
６　モノづくり立県推進プロジェクト

　　　　Ⅳ　中小企業・地場産業の競争力の強化（中小企業の取引支援）
（２）国・他県の状況

　　・「岐阜県事業継続管理士」認定制度は、県独自に創設
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
ＢＣＰの策定・運用を支援することにより、県内企業の災害に対する耐性を高めるとともに、企業価値の向上を図ります。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜県ＢＣＰ研究会会員数
	―
（H22）
	  55名
（H23）
	76名
（H24）
	106名
（H25）
	100名
（H25）
	106％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（１）ＢＣＰの普及啓発
　　○ＢＣＰ普及セミナーの開催（参加者：のべ105名）
・日時：平成25年11月14日　ソフトピアジャパン（大垣市）
　　　　平成25年11月27日　岐大サテライトキャンパス（岐阜市）

・内容：先行企業による事例発表、パネルディスカッション

（２）ＢＣＰ普及を担う人材の育成
　　○ＢＣ管理士（初級）育成講座（参加者：21名）
　　・日時：平成25年5月29日  岐大サテライトキャンパス（岐阜市）
　　・内容：ＢＣＰの基礎や「岐阜県モデル」の考え方に関する講義

　　○ＢＣ管理士（中級）育成講座（参加者：23名）　　

　　・日時：平成25年8月5日・6日　ドリームコア（大垣市）

・内容：事業継続戦略の策定方法等に関する講義、演習

○ＢＣ管理士認定講座　
　　・日時：平成26年3月に開催予定

・内容：ＢＣＰ訓練指導等に関する講義、演習

（３）ＢＣＰのレベルアップ・定着化
　　○ＢＣＰ研究会

　　　第7回会合（参加者：34名）

　　　・日時：平成25年8月26日　岐大サテライトキャンパス（岐阜市）
　　　・内容：経営を強くするＢＣＰを考えるワークショップ
　　　第8回会合

　　　・平成26年1月に開催予定


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

ＢＣＰ普及セミナー等を通して、ＢＣＰに取り組む企業等の数（＝ＢＣＰ研究会の会員数）は着実に増えており、県内企業の中にＢＣＰが浸透しつつある。

岐阜県が全国の都道府県で初めて設置したＢＣＰ支援拠点「ＢＣＰ研修・訓練センター」における活動や、県独自のＢＣＰ専門資格「事業継続管理士」の認定制度は、いずれも先進的な取り組みとして大変注目を集めている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	東日本大震災を機に、ＢＣＰの必要性や有効性が広く認識されるようになったものの、人員や費用面の負担から、実際のＢＣＰ策定に踏み切れない企業も少なくなく、更なる支援が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	訓練やセミナーを通して、ＢＣＰに取り組む企業等の数（＝ＢＣＰ研究会の会員数）は着実に増えている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○

	事業継続計画（ＢＣＰ）普及セミナーについては、共催者の大垣共立銀行と役割負担（経費負担も含む）しながら事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
ＢＣＰ普及セミナー等を通して、県内企業の中にＢＣＰが浸透しつつあるものの、ＢＣＰを知らない企業や必要ないと考える企業もまだ少ないため、更なる普及が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

今後も「ＢＣＰの普及啓発」「ＢＣＰ普及を担う人材の育成」「ＢＣＰのレベルアップ・定着化」の３つの柱に沿って事業を展開し、県内企業へのＢＣＰの更なる浸透を図る。


